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研究成果の概要（和文）：団塊世代の退職予定の男性 10 名を対象に、地域活動への参加に対す

る関心と行動のきっかけとなる動機と健康状態について質的に明らかにすることを目的に半構

造化面接を実施、分析した結果、退職後もなんらかの形で就労を続ける者は、単に経済的理由

だけでなく人との交流や心身の健康の維持、規則的暮らしの継続などの意味を見出していた。

加えて地域参加についても全く敬遠するものではないが希望して出向く傾向にはなく、これら

男性には就労と地域参加を結びつける仕組みの必要性が示唆された。 

   
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify quantitatively about males 

on the cusp of retirement how they imagine the life after retirement and social 

participation in their communities. Research target were ①Baby boom generation  ② 10 

males with retirement in March 2011. We requested to tell us regarding their expectations 

for life after retirement and social participation in their communities. Their ideas were 

divided into four categories:” I have to participate because I live there.” “I don’t 

participate as I imagined before my retirement.” “I like to participate in the activity 

related to my present work.” “I am interested in the activity of similar person with 

me.” To them, the need of the structure which related local participation to working 

was suggested. 
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１．研究開始当初の背景 
日本の「団塊世代」と呼ばれる世代は、日
本の総人口の約 5.3％を占める。彼らは平成
19 年以降、大量退職の時期を迎えている。こ
の世代の退職後の生活については、経済、産
業界だけでなく、医療、保健、介護の分野に
おいても注目している。 
先行研究によれば定年退職後の活動予定に
ついて、日本は世界の他の地域と比較して、
全般として消極的なことが報告されている。
特にボランティア活動やクラブ活動など、社
会的な活動面での低さが目立つ結果が出て
いる。社会的な活動の低下は社会的孤立や閉
じこもりのリスクを有している。特に閉じこ
もりを予防・改善の方法としては「社会貢献」
「知的貢献」「ボランティア活動」等の有効
性が報告されている。大量退職を迎えた団塊
世代の社会的孤立や閉じこもりを予防する
ための方策が急務である。 
 
２．研究の目的 
  本研究の目的は、『団塊世代』と呼ばれる
1947 年（昭和 22 年）～1949 年（昭和 24 年）
生まれに該当する世代の退職直後（1年以内）
の男性を対象に、地域活動への参加に対する
関心と行動のきっかけとなる動機と健康状
態について質的に明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
(1)調査対象 

以下の条件を満たす男性 10 名とした。 
①団塊世代生まれ  
②平成 22 年 3 月定年退職者  
対象者の選定には機縁法を用いた。 

 
(2)データ収集 上記の対象者のうち、研究
参加への同意が得られた対象者に対して、対
象者の希望した場所でインタビューガイド
を用いた半構造化面接を実施した。面接では
退職直後の生活と地域での社会参加に対す
る想いについて語ってもらった。面接内容は
対象者の許可を得て録音し、逐語化しデータ
とした。 
 
(3) 調査内容 ①外出の頻度および日常生
活圏域（自宅からの半径）の特定、②地域参
加への関心度や行動、③保健行動への関心度
や行動について 等である。 
 
(4)データ分析 質的帰納的デザインとし、
研究の目的に従い、データを意味のあるまと
まりごとに切片化し類似性と差異性に注目
しながら概念化しオープンコーディングを
行った。なお、本研究は、質的内容分析研究
に指導経験のある研究者の助言を受けて進

めた。 
 
(5) 調査期間 
 平成 22 年 3 月～平成 23 年 12 月 
上記期間に、退職直前、退職後 1 年以内、

退職後 1年以上退職 2年以内の計 3回の個別
面接を実施した。 
 
(6)倫理的配慮  
研究対象者として候補に挙がった人には、

まず電話で連絡し、研究の趣旨、プライバシ
ーの保護、拒否の権利について説明し、研究
への参加の意思を尋ねた。参加の意思がある
と応えた人には直接会い、研究方法、データ
の取り扱いやプライバシーの保護について
説明を口頭と文書で行い、研究参加の意思を
確認して同意書に署名を得た、なお、研究者
の所属する機関の倫理審査委員会の承認を
得て実施した。 
 
４．研究成果 
(1) 対象者の概要  

職業は、5 名は公務員、5 名は民間企業の
サラリーマンであった。平均年齢は 60.7±
0.2 歳。退職までの勤務年数は 38-42 年であ
った。持病があり定期的に通院している者 2
名。 
(2) 退職後の生活と地域での社会参加に対
する想い(退職前) 
対象者が思い描く退職後の生活は、４つの

カテゴリが生成された。＜ ＞はカテゴリを、
（  ）はサブカテゴリを表している。 
＜具体的にイメージ化できない漠然とした
思い＞では、実際に退職に至っていないこと
による（現実味の無い思い）や（現在の仕事
に追われて気持ちが退職後の生活に向かわ
ない）や初めて経験する退職というライフイ
ベントに対して（とまどいが先行して考える
のを後回しにする）など、現在の生活とは異
なることは理解しながらも自ら積極的に動
くというよりは、退職というその日を待って
いるが故に思いも漠然としていた。 
 ＜身近な退職した知人の生活から自分の
生活を重ねあわせる＞では、職場の先輩や知
人など最近退職したばかりでその後も会う
機会のある人からの情報収集を行い（似てい
る境遇だから自分もああなるのではと思う）
や話を聴いたり体験を目にする機会が多い
ため（自分にもできそうな気がする）などで
あった。これは、退職後の生活について強く
思い描くまでには至らないが、身近な存在の
変化に対して自分の生活をリンクして考え
ていることがうかがわれた。 
 ＜ただひたすら仕事をつづけることで自
分らしくある＞では、永年にわたる仕事生活



 

 

が人生のメインであるがゆえに（仕事のない
人生なんて考えられない）や自己実現を仕事
で果たして来たとの思いから（仕事が生きが
い）、（退職しても途切れなく働き続けたい）
といったできるだけ長く仕事をつづけるこ
とそのものが人生の目標であり、退職後も現
在の生活の延長を望んでいた。 
 ＜これまで脇で続けてきたことがメイン
になる＞では、（退職して時間ができたらも
っとやりたい楽しみなこと）としてこれまで
仕事という時間の制約があるから思いっき
りはできなかったことを、もっとやりたいと
いう思いや、仕事を理由にして積極的にはし
ていなかった事柄を（生活の中心において過
ごす）など、若いころから続けてきた事柄に
対して比重を重くして過ごしたいとの思い
があった。 
 地域参加への想いについては 3カテゴリー
が生成された。 
＜地域で暮らす以上、かかわらないわけには
いかない＞、（義務としてのコミュニティ）
では全くかかわらないことは許されないと
の思いがあり、住民の責任を果たさねばいけ
ない。や（周囲の住民から非難されない程度
のかかわり）として積極的に地域参加したい
という思いではないが、とがめられない程度
には参加して行きたい。との思いがあった。
いずれも自治会などの当番や清掃活動など
の行事をイメージして語られていた。 
 
＜何から初めていいのかわからないこと

によるとまどい＞では、これまで地域参加を
妻や親などの本人以外の家族に任せていた
場合に（知らない人達とのかかわりへのとま
どい）や（地域で何が行われているのか知ら
ないことによる漠然とした不安）（経験のな
いことへの不安）が聞かれた。 
 
＜今もかかわっていることの延長上にある
活動＞では、地域参加を PTA 行事や地域のお
祭り、地域の役員等で経験済みである人から
は（これまで経験してきた活動の延長）であ
り、（日ごろの生活の一部）であるために特
に退職を前後して特別に意識して変わるこ
とはないとの思いが強かった。 

以上の結果から定年退職を間近に控えて
退職後の生活をかなり実現可能性のあるも
のから仕事の邁進だけが関心事としてまっ
たく関心がないものまで対象者によって差
が見られた。これは仕事に対しての思いの強
さや仕事以外での取組みの程度によっても
個人差が大きかった。60 歳定年とはいっても
実際には年金支給の始まる 65 歳まで就労を
考えることは自然であり、仕事がこれからも
続くからあまり劇的に生活が変化するとは
思わないことも影響しているものと考えら
れる。また、定年間近の男性では組織内での

責任や役割も重く、退職を迎えるそのときま
で時間的にも余裕がないということも考え
られる。団塊世代に対する先行研究によれば、
84.9％の人が「定年退職後も働く」との報告
もあり、その理由として「経済的理由から」、
「健康のため」、「社会との接点を持ち続けた
いから」の回答とも同様の結果が見られた。 
しかし地域の社会参加への想いになるとま
ったく思い描けないというものはなかった。 
地域参加といって果たすべき役割や責任と
の想いが強く、自治会での順番に回ってくる
役員や全員参加の清掃活動などをまずイメ
ージするものが多くボランティア活動や老
人会等の集まりについては関心が薄かった。
これまでの地域での社会参加での体験を背
景とし認識していると考えられた。 社会の
一員として最低限のことは参加しないとい
けないとの思いが強く、顔見知りの知人や住
民から頼まれれば地域活動には参加するつ
もりでいることがわかった。退職前の段階で
抱くこの責任感や使命感を利用した参加の
誘いかけを工夫することで閉じこもりを予
防することに繋がるのではないかと考える。 
 
(3) 退職後の生活と地域での社会参加に対
する想い(退職直後～2年以内) 
 退職直後の地域参加への想いについては
＜地域で暮らす以上、かかわらないわけには
いかない＞、＜退職前におもっていたより地
域活動にはかかわっていない＞、＜今もかか
わっていることの延長上にある活動＞＜す
でに退職した似たような人の活動は気にな
る＞の４カテゴリが生成された。 
 
＜地域で暮らす以上、かかわらないわけには
いかない＞では（積極的に地域参加したいわ
けではないが義務的気持ち）や（これまで地
域に世話になった気持ち）等のサブカテゴリ
が抽出され、消極的ながらも地域参加を意識
していた。これらは退職直前にも抱いていた
思いと同様のカテゴリであり、退職後も大き
な変化が見られなかった。 
 
一方、＜退職前におもっていたより地域活動
にはかかわっていない＞では、退職前にやり
たい、参加したいと思っていた地域参加に対
して実際はできていない現状があり（退職前
に描いた社会参加と現実は違う）では退職前
に関心を示していた公民館に出向く、地域の
催しについて調べてみる、シルバー人材セン
ターに赴く等の行動について退職後に行動
に移していなかった。また、同様に（実際の
社会参加は一歩踏み出せない）でもやりたい
ことは浮かぶけれども退職後新たに起こし
たアクションは少なく、退職前に描いたよう
な退職後の地域参加はできていないことに
関連するサブカテゴリが抽出された。 



 

 

 
 ＜今もかかわっていることの延長上にあ
る活動＞は、退職前と同様のカテゴリであり
ながら、就業に重きを置き、その上でこれま
でやった経験のある地域参加に取組みたい
とする想いがうかがわれた。全く就業してい
ないものは 1 名であった。（就労に対するこ
だわり）では再雇用のほか農業やパートタイ
ム等何かしらの仕事を行っていた。また、（も
う一度働きたいという思い）では、一旦就業
から離れた生活をした後に再び職を探し定
職に就くなど退職前の生活に似たライフス
タイルに戻る者もあった。（退職前の就業に
変わる新たな就業）では、退職前から準備し
た農業に従事し、退職後は仕事の替わりに取
組むなどの生活をおこなっていた。 
 
＜すでに退職した似たような人の活動は気
になる＞では（先に定年した男性から聞く地
域参加の実情への関心）や（同じ会社にいた
先輩の活動への興味）等のサブカテゴリーが
抽出され、退職前の職業や自分の今後の生活
を境遇の似た対象者に退職後の生活を投影
していた。 
以上の結果から、定年退職前に描いていた

ようには、地域参加できておらず、地域の社
会参加について模索している状態にあった。
しかし地域の社会参加について消極的では
あるが拒否的ではなかった。仲間作りより果
たすべき役割や責任との想いが強く、これま
での地域での社会参加での体験を背景とし
認識していると考えられた。退職後もなんら
かの形で就労を続ける者は、単に経済的理由
だけでなく人との交流や心身の健康の維持、
規則的暮らしの継続などの意味を見出して
いた。加えて地域参加についても全く敬遠す
るものではないが希望して出向く傾向には
なく、これら男性には就労と地域参加を結び
つける仕組みの必要性が示唆された。 
 
(4)行政の健康診査への受診行動と未受診の
理由（退職後 2年以内） 
 退職後の健康診査の受診状況は、10名中 7
名は受診していなかった。未受診の理由とし
て＜人間ドッグほどの魅力がない＞＜検査
項目が少ない＞＜通院しているから大丈夫
＞の 3つのカテゴリが抽出された。 
 
＜人間ドッグほどの魅力がない＞ではこれ
まで職場の健康診査として人間ドッグを受
けてきた経験から（自治体の健診は人間ドッ
グより見劣りする）（人間ドッグなら受けた
いが自治体の健診には行きたくない）（価格
が高くてもいいから人間ドッグを受けたい）
などこれまでの健康診査を受けた環境を踏
襲したいという想いが強く、退職後は人間ド
ッグを受けていないが、代わりに市町村の健

診を受けるという志向性は無かった。 
 
＜検査項目が少ない＞でも上記同様に市町
村の実施している健康診査についてもチラ
シや広報で調べていて（希望するような検査
項目がない）（多くの検査項目が入っている
と安心する）などのサブカテゴリが抽出され
た。 
 
＜通院しているから大丈夫＞では（定期的受
診以上の検査項目がない）（健康診査はこれ
まで健康な人が病気をみつける場）との想い
が強く、健康診査受診の案内が市町村から届
いたとしても自分は対象外で健診を受ける
必要性を感じていなかった。 
 以上の結果から、団塊世代男性の退職後の
受診行動には、これまでの就労時の受診行動
と同様の検査内容で受けたいとする想いが
うかがわれ、同様の検査内容が整わないので
あれば全く受けないという行動に出る者が
いた。 
 
(5)公的な場での健康に関連した行事に不参
加の理由 
 市町村保健センターや公民館等の公的な
場で実施される健康づくりに関連した行事
への参加の程度と参加/不参加をたずねた。 
実際に参加経験のあるものはいなかった。不
参加の理由として、＜年齢的にまだ早い＞＜
内容を知らない＞＜介護が必要になったら
行くところ＞とする３つのカテゴリが抽出
された。 
＜年齢的にはまだ早い＞では、（後期高齢者
が行く場）（もう少し歳をとったらいくと思
う）等のサブカテゴリが抽出された。対象者
らは 60 歳代前半にあり自分たちを現在健康
づくりに通っている世代を区別していた。ス
ポーツクラブや退職前から取組んできたス
ポーツのサークルなどには退職後も継続し
ていたり、退職後の課題として体力づくりを
あげる者も見られたが、公的な機関で提供さ
れるプログラムへの関心が薄かった。 
＜介護が必要になったら行くところ＞では
（デイサービスとの齟齬）（公的機関は最後
に世話になる場所）等のサブカテゴリが抽出
された。これまで参加したことが無いが、親
の介護や人から聞いたうわさを基にして、デ
イサービスやデイケアのイメージを健康づ
くり事業に重ね合わせていた。介護保険のサ
ービスについてはテレビや新聞等のマスメ
ディアを通して目にしたことがあり、要介護
高齢者向けのプログラムと健康づくりプロ
グラムを混同して捉えていた。その結果、介
護が必要になれば利用することも仕方ない
が、元気で働ける自分には関係がないと考え
ていた。 
 以上の結果から従来市町村や公民館が提



 

 

供する健康づくりに関連したプログラムに
は男性の参加が少ないことは指摘されてき
たところであるが、介護保険プログラムを提
供する場という思い込みが強く、イメージの
転換を図るために広報や誘い方を工夫しな
い限り、容易に参加しないことがうかがわれ
た。 
 
(6）本研究の限界 
 対象を機縁法にて募集しており、公募等で
はないため理論的サンプリングを行うこと
ができていなかった。また、対象者は地方都
市としているが一都道府県内であり地域性
の偏りも考えられデータの収集方法には工
夫が必要であり結果の全ての一般化には慎
重を期す。今後地域を拡大し、対象者選定の
バイアスのかからないようにして理論的サ
ンプリングを行う必要がある。 
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